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今年7月に厚生労働省から、最低賃金改定の参考資料として、令和3年賃金改定状況調査
結果が発表されました。ここではこの結果から今年の賃金改定状況と長崎県の最低賃金
の改定状況をみていきます。 
 

賃上げ実施は40％以下 
賃金改定状況の調査結果から、業種別の賃金改定状況をまとめると表１の通りです。 
2021年1～6月に賃金引上げを実施した事業所割合（以下、賃上げ実施割合）は全体 
（産業計）で36.3%、2020年から4.9ポイント減少しました。賃金引下げを実施した 
事業者割合は、2020年と同じ1.5％です。7月以降も賃金改定を実施しない事業所割合は
2020年から6.7ポイント増加の48.8％でした。7月以降に賃金改定を実施する予定の 
事業所割合は、13.5％となりました。 
 

 
 

業種別の2021年の賃上げ実施割合では、最も高いのは学術研究、専門・技術サービス業
の43.2％です。その他は30％台の業種が多い状況です。なお、製造業以外は2020年よ
り賃上げ実施割合が減少しました。7月以降も賃金改定を実施しない割合では、宿泊業、
飲食サービス業と生活関連サービス業、娯楽業が60％を超えました。 
 

平均賃金改定率は３％ 
賃金引上げ実施事業所の平均賃金改定率を 
まとめると、表2のとおりです。産業計は 
3.0％で2020年より0.2ポイント増加しました。 
業種別では学術研究、専門・技術サービス業の 
4.4％が最も高くなりました。 
2021年は7月以降に賃金改定を実施予定の事業所を含めても、全体の約50％が賃金改定
を実施せず、賃上げ実施割合も低下するなど、新型コロナウイルスの影響が賃金改定に
もあらわれています。 

2021年の賃金改定状況について  
 

【表1】業種別賃金改定実施状況（％） 

【表2】賃金引上げ実施事業所の平均賃金改定率 
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令和3年4月に入社致しました、德川未夢と申します。 
入社して半年が経ちました。会社の雰囲気にも慣れ、任せて
もらえる仕事も増えてきました。私も先輩方のように、多く
の知識を身につけ柔軟に仕事に取り組んでいきたいと思いま
す。よろしくお願い致します。 

社員からのコメント 
田平：いつも笑顔で、正確、丁寧に業務に取り組んでくれています。まだまだ慣れない
ことも多く大変でしょうが、持ち前の誠実さでどんどん成長してほしいです。 
 

内山：ほんわか・優しい雰囲気で、永田会計の貴重な癒し担当です。質問する内容が的
確で、仕事も丁寧に仕上げてくれるので、これからどんどん成長してくれるだろうと楽
しみにしています！ 

長崎県の最低賃金は821円へ引上げ 
長崎県の最低賃金(時間額)は令和3年10月2日より793円から821円へ引上げとなります。 
 
＜最低賃金以上かどうか確認する方法＞ 
(1)時間給制の場合 時間給 ≧ 最低賃金額(時間額) 
   

(2)日給制の場合 日給÷1日の所定労働時間 ≧ 最低賃金額(時間額) 
 ただし、日額が定められている特定(産業別)最低賃金が適用される場合には、 
 日給 ≧ 最低賃金額(日額) 
 

(3)月給制の場合 月給÷1箇月平均所定労働時間 ≧ 最低賃金額(時間額) 
   参考：1箇月平均所定労働時間の計算方法 
  1週40時間勤務の場合 365÷7×40÷12≒173時間 
  1週44時間勤務の場合 365÷7×44÷12≒191時間 
 

＜最低賃金の計算対象から除外される賃金＞ 
・臨時に支払われた賃金 ・1箇月を超える期間ごとに支払われる賃金 
・時間外手当 ・休日手当 ・深夜手当 ・精勤手当 ・通勤手当 ・家族手当 
 
計算例：基本給130,000円、資格手当15,000円、家族手当1,000円、通勤手当8,000円、 
  1月所定労働時間173時間の場合 
  (130,000円＋15,000円)÷173＝838.15円 ≧ 821円 → 最低賃金以上 

MS第3課  德川 未夢 

社員紹介コーナー 


